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第５回沖縄振興審議会総合部会専門委員会 議事次第 

 
日時：平成２２年６月７日（月） １０：００～１２：００ 

１３：００～１５：００ 

場所：那覇第２地方合同庁舎２号館２階「共用会議室 D・E」 

 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

・ 「沖縄２１世紀ビジョン」について（沖縄県説明） 

 

・ 基調発言 「現政権における地域主権改革と一括交付金・財政健全化」 

小西 砂千夫 沖縄振興審議会委員 

 

・ 自由討議 

 

（１２：００～１３：００ 休 憩） 

 

・中間報告案審議 

 

３ 閉 会 
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沖縄振興審議会総合部会専門委員会配布資料 

 

 

資料１ 座席表 

 

資料２ 沖縄振興審議会委員名簿 

 

資料３ 沖縄振興審議会総合部会専門委員会委員名簿 

 

資料４ 専門委員会の今後のスケジュールについて 

 

資料５ 沖縄振興審議会総合部会専門委員会 中間報告たたき台（案） 

 

資料６ 沖縄振興計画総点検（案）（抜粋） 

 

資料７ その他事務局説明資料 

 

参考１ 「沖縄２１世紀ビジョン」概要 

 

参考２ 「沖縄２１世紀ビジョン」 

 

参考３ 小西 砂千夫 沖縄振興審議会委員 基調発言資料 

 

 

 

 

 

 



 4

 

 

―沖縄振興審議会総合部会委員名簿― 

 
名桜大学理事長                      嘉 数   啓 

関西学院大学教授                     小 西 砂千夫 

株式会社春夏秋冬代表取締役                玉 沖 仁 美 

沖縄電力株式会社代表取締役会長              當 眞 嗣 吉 

琉球大学准教授                      藤 田 陽 子 

東京電機大学教授                     安 田   浩 

 

―沖縄振興審議会専門委員名簿― 
 

琉球大学教授                       池 田 孝 之 

沖縄県医師会理事                     稲 田 隆 司 

八重山漁業協同組合代表理事組合長             上 原 亀 一 

プライスウォーターハウスクーパーズ株式会社パートナー   大 澤   真 

生活協同組合コープおきなわ副理事長            大 城 京 子 

株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所所長      北 野 宏 明 

沖縄子育て情報うぃず代表                 田 仲 由紀子 

財団法人都市経済研究所理事                上 妻   毅 

株式会社ワーク･ライフバランス代表取締役          小 室 淑 恵 

株式会社ＭＭ総研所長                   中 島   洋 

琉球大学教授                       仲 地 宗 俊 

株式会社かりゆしエンターテイメント社長          長 嶺 栄 子 

株式会社仲本工業社長                   仲 本   豊 

沖縄国際大学教授                     野 崎 四 郎 

ＴＡＯ Ｆａｃｔｏｒｙ 代表理事             平 田 大 一 

名桜大学教授                       宮 平 栄 冶 
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―  出席者  ― 

 

○総合部会委員 

嘉数啓委員、小西砂千夫委員、玉沖仁美委員、當眞嗣吉委員、藤田陽子委員、安田浩委員 

 

○専門委員会委員 

池田孝之委員、稲田隆司委員、上原亀一委員、大澤真委員、大城京子委員、田仲由紀子委

員、中島洋委員、仲地宗俊委員、長嶺栄子委員、仲本豊委員、野崎四郎委員、平田大一委員 

 

○内閣府 

槌谷官房審議官、小池参事官（企画担当）、重倉参事官（産業振興担当）、北村総務課長 

竹澤総合事務局長 

 

○沖縄県 

謝花企画調整統括監 
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第５回沖縄振興審議会専門委員会 

                   日時：平成22年6月7日（月） 

                             10：00～12：00 

                             13：00～15：00 

               場所：那覇第2地方合同庁舎2号館2階共用会議室D・E 

【午前の部】 

１．開 会 

○嘉数座長  定刻になりましたので、ただいまから第５回沖縄振興審議会専門委員会を

開催いたします。 

 皆様にはお忙しい中をお集まりいただき、誠にありがとうございます。本日も長丁場で

すが、よろしくお願いいたします。 

 本日は、６名の総務部会の委員と所用によりご欠席の北野、上妻、小室、宮平委員を除

く１２名の専門委員会の皆さんにご出席いただいております。稲田、田仲、仲地委員は午

後から出席の予定であります。 

 皆さんのお手元に資料２と資料３がありますのでご覧ください。本審議会の委員の交代

と本専門委員会の委員の追加がありましたので、ご報告いたします。 

 本委員会につきましては、安慶田光男委員、宮城篤実委員、高野登委員、仲嶺マチ子委

員が辞任され、新たに城間俊安委員(町村会会長)、金城徹委員(市議会議長会会長)、マリ・

クリスティーヌ委員(異文化コミュニケーター)、開梨香委員(株式会社カルティベイト代表

取締役)が任命されました。 

 専門委員につきましては、資料２のほうにあります田仲由起子委員(沖縄子育て情報うぃ

ず代表)がご就任されました。田仲委員は午後から来られますので、後ほどご挨拶をいただ

きたいと思います。 

 本日は、これまでにも専門委員会の調査審議結果を中間的にとりまとめる中間報告に向

けたご議論をお願いしたいと思っております。 

 それに先立ちまして、午前中は沖縄県が先般とりまとめられた｢沖縄２１世紀ビジョン｣

につきまして、謝花企画統括監から１０分程度ご報告をお願いしたいというふうに思って

おります。 

 当総合部会の小西委員より、現政権における地域主権改革と一括交付金・財政健全化に

ついての基調報告をいただくことにしております。なお、議事録につきましては原則公開
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することにしておりますので、ご了承をお願いいたします。 

 それでは、まず事務局から資料配付についてご説明をお願いいたします。 

 小池参事官、よろしくお願いします。 

○小池参事官  それでは、お手元にお配りいたしました資料について確認を申し上げた

いと思います。 

 まず、資料２、資料３につきましては、今、座長からご説明がございました委員の名簿

でございます。資料４は専門委員会のスケジュールということで、いつもお配りしており

ます資料を若干修正したものでございます。それから、資料５は本専門委員会の中間報告

(案)ということで「たたき台」という表紙がございますが、これからご審議いただくもの

でございます。 

 それから資料６につきましては、これは内閣府が行っております総点検につきまして、

現時点における総点検結果をとりまとめているものでございまして、その内容のうち各論

的部分について抜粋したものを１４０ページほどで大部になりますけれども、お付けして

おります。これにつきましても後ほど簡単にご説明をしたいと思います。 

 それから、資料７につきましては、資料７-１、７-２、７-３というふうに分かれており

ますが、資料７-１は１枚紙でつけております。これは前回の専門委員会で仲地委員のほう

から、離島振興に関連しまして一島一物語事業。平成１７年度から１９年度にかけまして

行われた事業でございますが、地域資源等を活用した特産品の、あるいは観光のブランド

化を目指した事業でございます。これについてお尋ねがございましたので、沖縄県の資料

でございますが、一覧表をお付けしているものでございます。それから、資料７-２、７-

３につきましては、引き続きこの後詳細にご説明がございます。 

 それから、参考の１と参考２でございますが、沖縄２１世紀ビジョン関連の概要と本体

でございます。なお、これにつきましては、沖縄県のほうからパンフレットの配付がござ

います。 

 それから、最後に参考３ですが、基調発言の小西先生の資料となっております。 

 引き続きまして、沖縄振興局の北村総務課長よりご説明申します。 

○北村総務課長  おはようございます。内閣府沖縄振興局総務課長の北村でございます。

私のほうからは２点ご報告をさせていただきます。 

 まず、１点目につきましては、お手元の資料７-２をご覧いただきたいと思います。現在、

沖縄大学院大学が２４年開学を目指して準備を進めております。これに関連いたしまして、
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沖縄県がおまとめになりました｢２１世紀ビジョン｣におきまして、随所に「沖縄大学院大

学を核とした知的クラスターの形成」という言葉が出てまいります。去る３月に、内閣府

のメンバーに沖縄県観光商工部の方にも参加していただいた合同チームで、米国における

知的クラスター形成の状況について視察を行いましたので、本日は簡単にご報告をさせて

いただきたいというものでございます。お手元の資料と、あと前のほうにスライドを使っ

ておりますので、ご覧いただきたいと思います。 

 まず、２ページをお開きください。 

 ２ページには、沖縄振興策に関します主要検討課題としての大学院大学の経緯がまとめ

てございます。大学院大学の創設と、それを核とする知的クラスターの形成は、現行の沖

縄振興計画の重要な柱となっております。知的クラスターとは、この真ん中のあたりに点

線で囲っておりますけれども、大学や研究機関、ベンチャー企業などが地理的に集中し、

競争しつつ同時に協力している状態を指すものでございますけれども、そうした知的クラ

スター形成に向け、大学院大学をどのように生かしていくかが今後の大きな検討課題にな

ってまいります。 

 ３ページをお開きいただきたいと思います。 

 ３ページには、今回の米国視察の場所を記しております。具体的にはカリフォルニア州

にあるサンディエゴと、お隣のアリゾナ州の州都フェニックスの２つの都市を訪問いたし

ました。このうちサンディエゴにつきましては、長い年月をかけて世界的なバイオ分野の

クラスターに発展した成功事例であるのに対しまして、フェニックスは州を挙げた取り組

みで近年急速に成長しているということで、発展経緯、取り組み方法が対照的な２地域を

選んだものでございます。 

 ４ページをお開きいただきたいと思います。 

 ４ページには、まずサンディエゴの発展経緯をまとめてございます。天然の良港に恵ま

れて古くから海軍基地として発展し、軍需産業に依存した街でありましたサンディエゴで

すけれども、１９６０年代にカリフォルニア大学のサンディエゴ校（ＵＣＳＤ）とか、ソ

ーク研究所といった世界トップ水準の研究基盤が構築されます。これに先だって、サンデ

ィエゴ市が研究機関の集積を図るために決定した土地利用計画が有効であったというふう

に言われておるところでございます。 

 １９８０年代に冷戦崩壊を背景といたしまして軍需産業が縮小されたことを契機に、関

係者の努力によって産学連携が進み、今日に至る世界的なバイオクラスターに発展をして
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おります。下のほうに関係者のコメントを記しておりますけれども、最初の○でカリフォ

ルニア州の南の端に位置するサンディエゴには、昔から自立とコラボレーションの文化が

あり、クラスター形成が成功した土壌だとの指摘がございました。 

 ３つ目の○で、クラスター形成にはやみくもに企業を誘致するのではなく、中核となる

研究機関の機能の深化が重要だとする指摘が多く聞かれました。 

 最後の○で、外部の優秀な人材を引きつけるには生活の質も重要であると。有能のある

優秀な人材でも、生活のレベルを下げてでも期待とは思わないという声には説得力がござ

います。 

 ５ページをお開きいただきたいと思います。 

 ５ページには、サンディエゴでの注目すべき取り組みをまとめております。 

 １つ目は、ボランティアの専門家を活用した企業支援を展開していることでございます。

１９８５年にコネクトという組織が設立されます。これは産学連携をコーディネートし、

すべての段階の起業家に対してボランティアによるハンズオンのメンタリング(指導・助

言)を提供しているものです。右側の関係者の主なコメントの最初の○にございますように、

産業界と大学では言語が異なることに問題意識を持ち、その橋渡し役としての機能を担う

というものでございます。 

 左に書いてありますけれども、これまでに1,５００社以上のベンチャーを誕生させ、世

界４０地域でこのコネクトをモデルとする組織がつくられているところでございます。 

 サンディエゴの取り組みの２つ目は、バイオ企業が連携し課題を解決しているというこ

とです。バイオ産業の会員自らがバイオコムという連携組織をつくっております。会員企

業からの会費で運営され、政府(州)とのコミュニケーションや関係者とのネットワーク構

築などに貢献しております。右の関係者の主なコメントの３つ目の○にございますように、

地元での人材育成が重要であって、そのために多様なプログラムをこのバイオコムが実施

をしているということでございます。 

 ６ページをお開きいただきたいと思います。 

 ここでは、サンディエゴの３つ目の取り組みとして、ハイテク分野の経営人材を養成す

るビジネススクールを開校したことが挙げられます。地域社会の要請により２００５年、

ＵＣＳＤに先端技術とバイオテクノロジーに焦点を当てたビジネススクールが設置されま

す。非常にユニークなのは、地域のビジネス界から指導を受けられるだけではなくて、ベ

ンチャーファンドとタイアップして、学生には教育の中で投資判断の機会が与えられるこ
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とです。右の関係者の主なコメントにもありますように、こうした実践的な教育環境もあ

って、ほとんどの学生が卒業後もサンディエゴに残るということでございました。 

 ７ページ目からは、２つ目の訪問地フェニックスについてでございます。 

 まず、この７ページではフェニックスの発展経緯をまとめております。フェニックスは

アリゾナ州の州都として、航空宇宙産業や半導体製造の産業が中心であったのですけれど

も、地域経済の停滞と雇用の海外流出等への対応策として、２０００年代に入って州を挙

げてバイオ健康産業の振興に取り組んでおります。 

 下の関係者の主なコメントの最初の○にありますけれども、サンフランシスコやボスト

ン、サンディエゴなどのクラスター先進地にどうしたら追いつくことができるか模索して

いるということでございます。彼らの経験談として、政府の強力なリーダーシップ、集中

的な投資、核となる研究機関が不可欠とのことでした。また、研究資金は国の補助金だけ

ではなく、アリゾナ州の税金も使っていることから、高い水準を求めるだけではなくアリ

ゾナ経済への貢献を重視しているという声も聞かれました。 

 ８ページをお開きいただきたいと思います。 

 ８ページには、フェニックスでの注目すべき取り組みをまとめております。 

 その１つ目は、ロードマップを作成し、地域内の関係機関が協力して取り組みを推進し

ていることでございます。フリン財団という非営利法人が中心になりまして、州内の関係

者に呼びかけて１０年間の道筋を記載したバイオサイエンスロードマップというものを作

成しております。これに基づいて毎年スコアカードというものをつくって、これによって

達成状況を評価・公表して、計画的にクラスター化を推進しているというところが注目さ

れるわけでございます。 

 右の関係者の主なコメントにもありますとおり、このロードマップは関係者の合意のも

とで、皆が同じ目標を持って推進していることが重要だという指摘がございます。 

 フェニックスの２つ目の取り組みは、地域の核となる研究機関を誘致したということで

す。官民が協力して誘致に成功したＴＧｅｎという研究機関、これは遺伝子研究を行う有

名な研究機関ですけれども、この研究機関が当地でのバイオクラスターを形成する上で中

核的な機能、アンカーとしての役割と言われておりますが、この役割を担っているようで

ございます。 

 最後に、９ページをお開きいただきたいと思います。 

 ここには、今回の視察で得られました情報の中で沖縄振興にあたって重視すべきと思わ
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れる助言をまとめてみたものでございます。 

 まず第１は、自立とコラボレーション(連携・協力)ということです。地理的なハンディ

を乗り越えて知的クラスターの形成を成功させるには、この自立とコラボレーションの醸

成が必要であるという助言でございます。 

 第２は、地域の中核(アンカー)となる研究機関が必要ということです。やみくもに企業

を誘致するのではなく、地域のアンカーとなる機関の研究機能の深化こそ大事だという指

摘でございます。沖縄の場合、大学院大学の役割が当てはまりますし、その他の研究機関

との連携も重要だということだと思います。 

 また、研究をビジネスにつなげるには、研究者と企業経営者の言語の違いを仲介する機

能が必要という指摘ももっともだと思います。 

 第３は、人材の育成・確保です。研究所や企業を集積させるには、それらが求める高度

な研究人材、さらには様々なレベルでの多様な人材を、地域内で供給できることが不可欠

という指摘を至るところで聞きます。大学院大学が単なる研究機関ではなく、教育機関で

あることの意義はまさにここにあるものと思います。 

 また、ベンチャー企業へのメンタリングができる退職したエグゼクティブを地域に引き

つけるには生活の質が重要だと。優れた人材は生活も楽しみたいと考えているという指摘

は、沖縄にとっては強みになり得る点かと思います。 

 第４は、幅広い関係者の協力を得た計画的な取り組みが重要だということでございます。 

 地域内のすべての関係者を集め、全員の合意を得て同じ目標を持って計画的に粘り強く

取り組むことが重要というのは、大学院大学を核とした知的クラスターの形成に関係する

ものが肝に銘ずべき指摘ではないかというふうに考えます。 

 大学院大学を核とする知的クラスターをつくるといっても、正直に申し上げて容易なこ

とではないというふうに考えます。米国のこれら先進地の場合のような、もともとの産業

基盤は沖縄の場合脆弱ですし、研究機能の集積も大学院大学単独では到底足りません。そ

れでもすべての関係者が連携して、地域のイニシアチブを発揮しながら時間をかけて粘り

強く取り組むことが求められているということが、今回の米国視察から得た最大の教訓で

あるというふうに考えております。米国視察の報告は、以上でございます。 

 もう１つの報告事項でございますけれども、資料７-３をご覧いただきたいと思います。 

 去る２月より開始されておりました沖縄待機児童対策スタディ・グループにおいて、今

般提言書がとりまとめられましたので、簡潔に要点のみご報告させていただきます。 
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 まず、背景のところにございますけれども、沖縄においては歴史的な経緯もありまして

保育所の整備が遅れたことから、保育所に入所できない待機児童が数多くおります。待機

児童の数は東京、神奈川に次いで全国３位。その割合は全国１位となっております。この

ような状況を踏まえ、本年２月から泉内閣府大臣政務官のもと内閣府及び沖縄県の職員で

構成いたします沖縄待機児童対策スタディ・グループを発足し、沖縄の待機児童解消のた

めの対策の検討を行ってきたところでございます。 

 スタディ・グループにおいては、認可外保育施設や市町村へのアンケート調査に加えて、

沖縄での保育関係者のヒアリングや、保育施設や幼稚園の実地調査も含めて４回の会合を

重ね、去る６月１日に提言書をとりまとめております。 

 概要のところをご覧いただきますと、本提言はスタディ・グループで行った調査結果を

もとに、沖縄の現状を踏まえた待機児童の解消に向けて、今後考えられる対応の方向性と

具体的な対策例をとりまとめたものとなっています。  

 提言の扱いのところをご覧いただきますと、提言の中では、待機児童の解消に向けて５

つの対応の方向性と１９の施策例を挙げております。施策ごとに今後の進め方、対応のタ

イミングを示しております。 

 対応の方向性につきましては、そこにございますように、①認可保育所の機能の拡充。

②家庭的保育事業の推進。③幼稚園の活用。④認可外保育施設の認可化及び質の向上に対

する支援。⑤円滑な推進体制の整備等の５つの方向性が打ち出されております。 

 さらに、それぞれについての今後の進め方につきましては、大きく４つに分類されてい

ます。まず速やかに対応するもの。次に、平成２３年度予算要求も含め早急に検討を開始

するもの。３つ目は子ども・子育て新システム。これは今厚労省を中心として政府で検討

を進めております全国的な保育行政の見直しの議論でございますけれども、これを見据え

た対応を行うもの。それから４つ目は、今後の沖縄振興策の議論の中で検討すべきものと

いうものでございます。 

 このうち現行沖縄振興計画の期間から外れます２４年度以降に及ぶ措置につきましては、

今後、子育て支援について本審議会において詳しくご検討していただく中で、本提言の内

容についてもご議論論いただければというふうに考えております。 

 個別の施策に関する詳しい内容につきましては、その際に改めてご報告をさせていただ

きたいと存じますが、本日はこの６月１日に出ました提言の概要でありますとか、あるい

はそのポイントをまとめた資料をお手元に配付しております。後ほどご覧いただきまして、
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今後の審議会の議論の中でぜひご検討いただきたいと思います。私からは以上です。 

○嘉数座長  ありがとうございました。 

 ただいまのご報告、特に米国の知的クラスター調査というのは、沖縄でも応用できる部

分があるのではないかと思いますので、自由討議の時間で必要とあればご議論いただけれ

ばと思っております。 

 これから議題に入ります。まず、沖縄県において策定された「沖縄２１世紀ビジョン」、

お手元に資料があるかと思いますが、ご報告いただきたいと思います。 

 ビジョンの内容につきましては何度かご説明を受けておりまして、本日は沖縄県の謝花

統括監に１０分程度で要約、ご説明いただければと思っておりますので、よろしくお願い

いたします。 

２．議 事 

・テーマ「沖縄21世紀ビジョン」ついて 

○沖縄県(謝花統括監)  皆様、おはようございます。ただいまご紹介いただきました企

画部企画調整統括監の謝花と申します。この４月から前任の平良統括監の後を引き継ぎま

して、この職に就いております。平成１１、１２、１３年の現振興計画策定作業では、当

時、県企画調整室と言っておりましたが、そのときに沖縄振興計画を担当させていただき

まして、約１０年ぶりに戻ってきたというところでございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 恐縮ですが、座って説明させていただきます。 

 ただいま会長からもございましたように、おかげをもちましてこの３月に「沖縄２１世

紀ビジョン」を策定することができました。本専門委員会におきましても、皆様から貴重

なご意見などを賜りまして本当にありがとうございました。この場をお借りしまして、感

謝申し上げます。 

 ご存じのとおり、２１世紀ビジョンは、県民の参画と協働をもとに概ね２０年後のある

べき沖縄の姿、ありたい姿を描きまして、またその実現に向けた取り組みの方向性と、県

民、行政の役割などを明らかにする基本構想となっております。 

 前回２月２２日の専門委員会で平良の方から説明があったと思いますので、本日はその

後の策定に至るまでの流れ、それから、ビジョン策定後の県の考え方などについて簡単に

ご説明させていただきたいと思います。  

 まず、県では、審議会から２月に答申があった後、その答申に対してパブリックコメン
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トですとか、市町村に意見照会等を行うとともに、県議会の沖縄振興・那覇空港整備促進

特別委員会におきましてもご議論をいただいたところでございます。 

 パブリックコメントの主な意見としては、まず１つ目に目指すべき将来像のトップに、

沖縄らしい自然、伝統文化を大切にする島が掲げられていることを評価したいというよう

なことがございました。 

 それから２点目には、環境保全と経済発展を二項対立的にとらえず、自然再生に資する

事業化などを展開していく姿勢を評価したい。また、国連アジア平和本部事務機関、教育

機関など国連機関の誘致を進めることが重要だというご意見もございました。 

 それから、ちょっと厳しい意見ですが、沖縄はそもそも基礎学力が低いことが一番の問

題であるので、これを解決できなければどんな支援策も無意味であるという意見もござい

ました。 

 それから、これまでの沖縄振興計画との関係、また２１世紀ビジョンの法的位置づけを

明確にすべきであるという意見とか、ビジョンは誰か特定の人間が策定して県民に与える

ようなものではなくて、県民のビジョンとして浸透することが極めて重要であるといった

意見もございました。 

 それから、県議会からは、一点目、沖縄戦や戦後２７年間の米軍占領下の時代について、

苦難の歴史であったことを含めて明確に記述することが重要である。 

 二点目に、米軍基地の現状は可能な限り基地負担の状況などについて正確に記述すると

ともに、基地のない沖縄を目指すことを明記すること。 

 三点目に、少子化対策などを含む子供を取り巻く社会環境等の諸問題や教育、人材育成

について重要な項目として位置づけ記述すること。 

 四点目に、基地返還跡地の有効活用を重要な項目として位置づけ、本県の土地利用のあ

り方を明確にするとともに、鉄軌道の導入など総合的な交通体系の確立を明記すること。 

 五点目に、戦後処理の一貫である不発弾処理に係る諸課題等については、国の全面責任

で早期解決を図るよう明記すること。 

 六点目に、尖閣諸島など国境離島、排他的経済水域など沖縄を取り巻く広大な海域につ

いて重要な項目として位置づけ表現することなどが決議されたところでございます。 

 こうした数多くの意見・提言を受け、それらの趣旨等をビジョンに反映させてきました。 

 特に県議会からの意見につきましては、若干説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、苦難の歴史であったことを明確に記述することということにつきましては、１ペ
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ージ目をお開きいただければと思います。１ページの１０行目に、「太平洋戦争における住

民を巻き込んだ」ということで、「住民を巻き込んだ」という表現を入れ込んでおり、「住

民を巻き込んだ過酷な地上戦の後」という形で記述しております。 

 それから、米軍基地の現状は可能な限り基地負担の状況などについて正確に記述するこ

と、それから、基地のない沖縄を目指すことを明記することという意見については、１ペ

ージの下から４行目、「国においては沖縄の過重な基地負担をなくすための不断の取り組み

が必要である」というような表現や、３１ページの５行目、「基地のない平和で豊かな沖縄

をあるべき県土の姿としながら引き続き基地の整理・縮小を進める」といった表現ですと

か、７９ページ、展開方向のところのポツ２つ目、「米軍基地の整理・縮小を着実に進め、

将来的には基地のない平和で豊かな沖縄を目指す」ということなどを明記したところでご

ざいます。 

 それから、少子化対策で子供を取り巻く社会環境の諸問題などについての記述につきま

しては、５５ページのポツ４つ目から６つ目ぐらい、「働き方の見直しなど」以降に４つほ

ど記述しております。 

 それから、基地返還跡地の有効活用を重要な項目として位置づけるべき、鉄軌道の導入

など総合的な交通体系の確立を明記することという意見について、基地返還跡地の有効活

用は３０ページのほうに記述しておりますが、それ以外にも交通体系について、３２ペー

ジの９行目に、「そのためには基地跡地などを活用した鉄道はモノレール、ＬＲＴなど軌道

系の新たな公共交通システム」云々ということで記述したところでございます。 

 それから、戦後処理の一貫である不発弾処理に係る諸問題などについては国の全面的責

任で解決すべきという意見に対しましては、５６ページの下から８行目です。枠の中の最

後のポツです。「沖縄には今なお県土に約２,３００ｔの不発弾が埋没していると推計され、

沖縄の年間処理量は全国の約４割を占めている」という後に、「不発弾処理に係る諸課題等

については『戦後処理』の問題として国の責任において早期解決に向けて取り組む」とい

うふうに明記したところでございます。おおよそ主なものといたしましては、以上でござ

います。 

 それ以外に県議会議員から、意見という形ではないのですが、もっと多くの県民にわか

りやすいようなものをつくってはどうかという意見がございました。物語や漫画仕立てに

するなどして県民にわかりやすくすることという要望もありましたので、お手元に２１世

紀ビジョンのビジュアル版を作成したところであります。 
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 これを見ますと、「２１世紀ビジョンとは」と左端にある基本理念ですが、県民の意見を

集約した沖縄の将来像ということで、アンケートにより寄せられました数多くの意見を、

それぞれ文化、安全・安心、希望と活力にあふれた豊かな島など、それぞれの項目ごとに

意見などを取り入れております。 

 次のページを開いていただきますと、５つの将来像に向けた「課題」と「戦略」をそれ

ぞれ対応するような形で、「課題」と「戦略」をそれぞれ５つの項目ごとに整理しておりま

す。 

 ９ページ目には、克服すべき沖縄の固有課題と対応方向という形で、これも４つの課題

を整理したところであります。  

 次のページには漫画を入れております。ノグチゲラの「げらゑ」というものを登場させ

まして、彼が夢見た沖縄の将来像をわかりやすく表現し、県民に２１世紀ビジョンのベー

スについて、こういった沖縄を創っていくんだよ、というようにわかりやすく説明してい

るところでございます。ちなみに「げらゑ」というのは、「おもろそうし」に出てくる言葉

で「創造」という意味があるようでございます。 

 最後のページになりますけれども、「ビジョンの実現に向けて」ということで、県民、市

町村・県の協働体制ですとか、国と県の役割ですとか、ビジョン実現に向けた計画づくり

というふうに書いております。 

 県としましては、このビジョンをベースにしまして、今後このビジョンで示しておりま

すあるべき沖縄の姿の実現に向けて、ビジョン実現のための計画を策定することとしてお

ります。それから、ビジョン実現のための施策事業の展開や、それを支える制度も必要で

あると考えております。そのため、現在、県庁内部でその検討作業を進めております。さ

らには市町村や、経済団体のご協力もいただきながら、ビジョンの実現に向けた新しい施

策事業、それから制度の募集をしているところでございます。 

 嘉数会長をはじめ委員の皆様には、今後ともそのビジョンの実現に向けたご指導、ご提

言などを頂ければと思っております。どうぞよろしくお願いします。 

 私からの説明は以上でございます。どうもありがとうございます。 

○嘉数座長  謝花統括監、ありがとうございました。よくできております。 

 どなたか、特にただいまのご説明に対して、意見、ご質問等がありましたらどうぞ。後

ほど自由討議で触れても結構でございますが、何かありませんか。 

 それでは、進行させていただきます。 
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 小西委員がちょうど今お出でになりましたので、基調発言をお願いしたいと思っており

ます。よろしくお願いいたします。 

・基調発言  

          テーマ「現政権における地域主権改革と一括交付金・財政健全化」 

                        小西砂千夫 沖縄振興審議会委員 

  小西でございます。 

 手短に申し上げたいと思いますが、大変間の抜けた資料でございまして、「現政権」とい

うのがありまして、これは何政権を示しているのかよくわからないということですね。現

在はまだ鳩山由紀夫内閣総理大臣なんですよね。あす菅総理大臣が誕生する予定であると

いうこと。法律的にはそのようでございますが、もちろん現政権というのは民主党を中心

とする連立政権という意味でございまして、菅政権になりましてもマニフェストに基づい

て議席を獲得してできた政権である以上は、それを引き継ぐであろうということが前提に

なっているようでございますので、そのことを前提にして、突然政策の方向が変わるとい

うことを前提にしないで、特にこの場の審議で関係のありそうなところを申し上げますが、

ずばり一括交付金ですね。もうそこが一番大事なところではないかと思います。 

 これはさっと見ていただくだけにしたいと思いますが、地方分権改革というのは技術的

には非常に難しくて、具体的にはその何をいつまでにやるかという、アジェンダの立て方

とスケジュールのつくり方が一番難しいですね。そのスケジュールのつくり方というのは、

逆に言うとそのアジェンダとを解決するのに政治的に議決されることも含めて、政治的合

意をするというも含めて、単に法制上改定するだけの作業に必要な時間だけではなくて、

それを政治的に決着するまでの時間も含めてスケジュールが必要に難しい。例えば義務づ

けの見直しというのを本当に法令上の改正でやろうと思えば、これはもう１年でできるな

んていうことはほとんどあり得ないような世界ですので、結局、アジェンダとスケジュー

ルをどの手順でやっていくかというのがとても大事で難しいと。 

 議論そのものは、政府の資料では１９９３年(平成５年)の衆参両院での分権決議から始

まると。実際はもっと前からでしょうけれども、政治的にはそこから始まってくるわけで

すが、もうそこから１７年、１８年目に入りまして、まだなかなか進まないところがある

わけです。 

 最初にできました地方分権推進委員会というのが、いわばたった１つのことをやっただ

けにとどまったということになります。たった１つのことというのは国と地方の法的関係



 18

の整備ですね。これをやったにとどまったわけですが、これはすごいことでありまして、

この委員会５年半やってますけれども、たった１つこれだけやるのに５年半ぐらいかかる

と。実際それぐらいのことであろうと思うわけです。ただ、これはもう入り口の入り口で

ありまして、その後いろいろなアジェンダがあるわけですが、これが今のところ具体的な

大きなものとしては法改正に至っているものはないというところです。 

 その次の地方分権改革推進委員会というのは、この３月までにあった委員会ですけれど

も、テーマそのものはかなりほおばった感じで主なところをみなやるというふうに言った

んですが、結局、法改正に至らないまま政権のほうが変わってしまったという状況であり

ます。 

 それを受けて次に、これが今リバイズされてもう少し詳しい内容になっているものもあ

りますけれども、「原口プラン」というが平成２２年３月３日です。これはリバイズされた

ほうですね。最初は、１１月の第１回の地域主権戦略会議に原口大臣が提出されたものが

あります。１１月ですから政権交代がありまして、その後すぐに地方分権改革推進計画と

いうものをつくっています。これは前の政権といいますか、地方分権改革推進委員会が出

しました４つの勧告のうち、この政権として受けとめるものはこれだという位置づけで、

まずそれを受けとめたうえで、その部分で当面先に反映させるとしているのが地域主権推

進一括法案第１次というものであります。 

 ただ、これは会期延長をしないと成立しないのではないかというふうに言われておりま

す。会期末までぎりぎりのところに来てまして、これは地方６団体ももうこれだけは絶対

成立させてくれという声明を２回ぐらい出しているぐらいですので、通常の会期日程では

間に合わないかもしれない。ただ、総理予定、菅総理と申し上げたほうがいいかもわかり

ませんが、会期延長ということをおっしゃっておられまして、というわけで皆さん、７月

１１日は選挙はありませんので、市町村の方々大変だということになるんですけど、また

それはそれで大変なんですけど、選挙日程がずれるとまた市町村は大わらわということに

なっているんですけど、ともかく会期延長されるんでしたら成立するだろうと。そうする

とこのスケジュールはオンタイムで進んでいく。 

 その次に、地域主権戦略大綱というのがありまして、これが結局、参議院選挙の前のマ

ニフェストをつくることと非常に関係ある。マニフェストそのものではありませんが、非

常に関係があるわけです。要するに、民主党連立政権として地域主権をどのように進めて

いくかという青写真を決めようというものであります。その中に前の地方分権改革推進委
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員会の提言を受けたものと、それから、今の民主党連立政権になって新たに出てきたもの

を受けて、それをアクションプログラムとして示すというところが地域主権戦略大綱であ

りました。もうここは大いに注目されると。 

 こちらの柱は、この図にもあらわれていますように、法令による義務づけ、枠づけの見

直しと、それから一括交付金と出先機関の改革と、あるいは県から市町村への権限移譲と

いうのもあるんですけれども、大体そのあたりが柱になると。ですが、やっぱり何と言っ

ても一括交付金なんです。出先機関改革ということになりますと、これは非常にここもま

さにそうですので、どうなんだということになりますが、出先機関改革については、やや

抽象的なレベルでしか作業が進んでいないという印象ですので、具体的には一括交付金と

いうことになるだろうと。一括交付金は、それはそれで大変結構なことではありますけれ

ども、沖縄振興特別措置法に基づく部分ですね。いわゆる補助率の嵩上げの部分がどうな

るかということが大変気がもめるところでありまして、それがどうなるかということであ

りますが、一括交付金というのがポイントになると。 

 これは「原口プラン」となっているんですが、では、原口大臣がかわればどうなのかと

いうことではありますけれども、案はいつまでも案なんですけど、これに沿って進んでい

くというのがどうも既定路線のように記録を見てもそういう感じになっていますので、ま

た、新聞報道では総務大臣は再任されるであろうということになっていますので、まずこ

のプランは今の時点では生きているというふうに考えるのが筋だろうと思いますと、結局、

もともと当初予定では今月末ぐらいに閣議決定予定だというふうに報道されていましたが、

少しずれるのかもわかりませんけど、いずれにしても参議院選挙までには地域主権戦略大

綱が決まって、そこに一括交付金が出てくると。こういう状況であります。 

 その一括交付金の内容は後にしまして、ざっと簡単にご紹介だけ。 

 地域主権改革関連２法案。これ新聞では３法案となってますが、３法案のうちの１つは

地方自治法の改正で、これは成立するかどうか危ぶまれているわけですけれども、これは

成立しないとちょっと困ると。困るというのは、地方分権改革のスケジュールの一番最初

のところでつまずいたということになるので、民主党政権としては大変困ると。だから、

これは会期延長してでも成立させようと。 

 あんまりこことは関係ありませんが、公営企業会計の抜本見直しなんかこんなところに

すっと入ってまして、これは要注意であります。一括交付金は後で申し上げます。 

 そこと、７ページに中期財政フレームというのがございます。これは菅総理ということ
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になりますと、おそらく余計に強調されるところであろうと。財務大臣から総理になられ

ますので、そういうことだと思うのですが、中期財政フレームというのは結局、国際イン

ターナショナルなボンドマーケットで、日本の国債が材料になってはいけないということ

なんですよね。危ないかもしれないという取り扱いようをされたら、もう終わりなんです

よ。それ自体が材料になってしまったらもう終わりなんですね。材料にならないように盤

石だということを念押ししなければいけないと。そうすると、中期財政フレームという形

で財政再建に向けて不退転の姿勢で臨んでいますということを言わないと、念押ししたこ

とにならないぞと。 

 その技術論としては償還確実かどうかというような議論とは別に、マーケットで話題に

ならないようにしなければいけないと。そういう意味では非常に切実なところがあって、

これを選挙前にきちんと決めないといかんという雰囲気が非常に強くなっています。 

 増税問題がここで非常に難しくて、増税なしで財政再建をするということになると、地

方財政はかなり厳しいことになりますし、増税込みでということになると、そこは少し緩

和されるかもしれないと。どちらにしても、地方財政にとっては中期財政フレームという

のをつくるということは、すなわち地方財政の縮減を認めるということにもなりますので、

それはすばらしいと言っているわけではないんですけど、方向性としてそうなりますので、

地域主権改革は民主党政権の一丁目一番地だから、地方財政は盤石だというようなことは

もう言えない状況です。 

 一括交付金というような補助金改革と、地方財政の圧縮がセットで来るということにな

りますと、これは三位一体改革の再来だということになって、地方財政の世界から言いま

すとそういうのは、とてもよろしくないんです。その辺のところが大変切実なところで検

討が進んでいるという状況であります。 

 この辺は置いておきまして、一括交付金のほうをご覧いただきたいと思います。別刷り

の資料がございますので、それをご覧いただきたいと思います。 

 これは、結局今どうなっているかということなんですけど、この試案というのは神野先

生の試案でありまして、神野先生は地域主権戦略会議で一括交付金の担当主査ということ

になっていますので、これは神野主査と、それか逢坂補佐官ですね。補佐官は場合によっ

てはかわられるのかもわかりませんが、逢坂補佐官の合作というふうに報道されているも

のでありまして、下馬評では、ほぼこのままの形で戦略会議に上がるのではないかと。つ

まり、ここについてはほぼ完成形ではないかという下馬評でございます。わかりませんけ
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れども、そうではないかと。 

 一括交付金は、マニフェストを見ますと一般財源であるように書いてあるんですが、実

態はおそらく補助金改革として制度設計されると。補助金は補助金のまま補助金改革とし

て設定されるだろうと。補助金ではありますけれども、できるだけ使い勝手をよくすると

いう方向が一括交付金であろうと思われます。 

 目的のところに、「地域のことは地域が決める『地域主権』を確立するため、国から地方

への『ひも付き補助金』を廃止し、基本的に地方が自由に使える一般交付金にするとの方

針」とあります。これはマニフェストそのものなんですけど、基本的に地方が自由に使え

ると。一般財源ではないけれども、一般財源に近いぐらい補助金を改革するというふうに

読むべきなんだろうと思います。 

 その結果、どうなるかというのが、２の原則のところにありますように、地域の創意工

夫が発揮されるようにすると。これの前身にあたるようなものが、今年の４月(今年度)か

ら導入されています国土交通省・農林水産省の、国土交通省でいいますと社会資本整備総

合交付金というのがあります。まちづくり交付金をさらにグレードアップしたようなもの

ですが、そこをさらにグレードアップするというイメージでよいのではないかと、私は踏

んでおります。ほぼそういう形でしか考えられないのではないかと。結局、補助金ですの

で、細かい事業そのものを申請して採択されるのではなくて、整備計画とかそういう一種

の計画を申請しまして、その計画に対してイエスかノー。イエスの場合には、その計画に

沿ってつくべき補助金が予算としてついてくると。ついてくるんですが、実際執行すると

きには、その補助金を一定の枠組みの中で組み替えることができるというようなものです。 

 ですから、枠でお金は来るんですけど、使うときには組み替えて使えるようにすると。

その結果、事業の進捗状況に合わせて、進捗状況の早い事業に、進捗状況の遅い事業の補

助金をへつって持っていくとか、そういうようなことができるので、使い勝手がよくなる

でしょうとか、事業が終わらないで支払ができない場合に繰り越すというようなこともあ

りますので、そういうようなこともできますというような枠組みなわけです。 

 ただ、それが国交省の施策でありますので、当然、国交省が考える政策の枠組みの中で

しか流用ができない。組み替えができないということになりますので、それではやっぱり

一括交付金には値しないということで、一括交付金の対象範囲として最大限広くとるとい

うのが基本的考え方。一括交付金化する対象範囲は最大限広くとるということで、３枚目

の図を見ていただきますと、投資的経費は省庁の壁を越えて一括するというようなイメー
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ジで書かれておるところでございます。計画区域については２４年度からなので、少し腰

を据えて制度設計をしようということのようでございますが、投資的経費については省庁

の壁を越えて一括化するという方向であります。  

 これは、大綱に書き込まれますが、官庁速報なんかによりますと、予算要求は従来どお

りにやってくれというような内容になっていますので、結局、１２月までの予算編成の中

で一括交付金というのを大綱を踏まえた状況で、どういうふうに制度設計を具体的にする

かというのが、１２月の予算編成までの間に政府の内部で行われるであろうという見通し

であります。 

 この一括交付金の基本的な考え方というのが、いわば言い値でありまして、この言い値

に対してどこまで対応していくかというところが、まさに菅内閣として政治主導で行われ

ていくんであろうということになっているわけであります。 

 補助金改革であって一般財源ではないと。省庁の壁を越えて投資的経費については一括

するという方向性があるというわけでありまして、補助金としては使い勝手がよくなると。 

 さて、では、その補助率の引き上げについてはどうかということでありますが、２ペー

ジ目の配分総額の基本的な考え方のポツの１番目に「地方の安定的な財政運営に十分配慮

する」とありますので、突然金額が変わるということはならないようにしますということ

と、２番目のポツは、「配分は国の関与をできるだけ縮小するため客観的手法を導入する。

また、現行の条件不利地域等に配慮した仕組みを踏まえた配分とする」とあります。特に

条件不利地域というのが沖縄振興関係のものが該当するかどうか、この書き方ではよくわ

からないです。「等」のところに入っているのかもわかりませんが、補助率の引き上げがあ

るということについて、当然配慮するということなんだろうというふうに私は読んでおり

ますが、そこらへんはよくわかりません。むしろ内閣府の方に教えていただければと思い

ますが、そう読むんだろうと思います。 

 思うのですが、この２つ目のポツの前半と後半は非常に矛盾する。前半は、客観的指標

を導入するということですので、申請主義によらないとか、あるいは事業の慨然性を客観

的な指標でしますというやり方ですので、この法律に基づいてこの事業でこの補助率はこ

れだけどこの補助率は幾らだというような、一つ一つに細かくさかのぼってというやり方

をとらないということと、条件不利地域等、法律に配慮するというのとはなかなか両立し

にくいんじゃないかと思うわけです。しかし、これをもう２つ書いてありますので、何と

かするんだろうと思います。これ２つをどれぐらい信用できるかということでありますが、
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何とかするんだろうというふうには思いますが、なにぶんこの法律そのものが時限立法で

ございますので、来年はどうかという話はいいんですけど、その後はどうかという話はま

さにこの審議会そのものにも大きく関係するところでございまして、そのことと、こうい

う一括交付金というのは関係があるのか・ないのかということは、むしろ私たちが議論し

なければならないというところであります。こういう分権改革で補助金改革という話があ

る中で、私たちはどう考えていったらいいのかというところがとても難しい課題として突

きつけられているというふうに受けとめたほうがよいのではないかというふうに思います。 

 噂によりますと、こういう振興関係は、もう将来厳しいのではないかというような噂が

あったわけですが、過疎法は、あれは議員立法でありますけれども、少し限定付きながら

延長されたというところがあります。そのあたりが、いわば今の政権のある主の雰囲気と

してあるわけでありまして、なかなか踏み込んだ言い方もできない。議員立法ですから、

要するに永田町の雰囲気ということになりますので、それがどうのこうのと私がここで申

し上げられる筋合いのものではないわけであります。 

 しかし、そういうやや逆風というところを踏まえた上で、私たちの審議会の専門部会と

して少なくともこれは必要だということを強く意見として集約していかなければいけない

と。そういうことではないかと思います。以上でございます。 

・自由討議 

○嘉数座長  小西委員、ありがとうございました。 

 それでは、これから自由討議に移りたいと思います。１時間前後時間ありますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 ただいまの小西委員のご発言は非常に重要だと思いますので、新鮮なうちにもしご意見

がありましたら、ご発言をよろしくお願いいたします。はい、どうぞ。 

○安田委員  東京電機大学の安田といいます。沖縄振興審議会の委員も務めております

が、大変わかりにくいところをわかりやすくお話いただき、ありがとうございました。 

 ただ、全体論として１つ見えないところが、それぞれの項目、一括交付金にするという

ことについては大変うれしいとは思っているんですけど、例えば、この間のＧ２０では財

政赤字額は何とかしろという議論が出ていますね。それで、日本なんかまさにその対象だ

と思うんですけど、そうしますと、全体論として国のトータルの健全化ということとこれ

とがどう結びついてきて、全体としてはもしかしてこういう改革を機に、地方に今出てき

ているお金が減るという議論が含まれているのかどうかということが非常に心配なところ
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ですけど、そう言ったところでしょうがないんですけど、少なくとも基本方針はどうなり

そうかということについて教えていただければ対応ができるのではないかというふうに思

うんですが、いかがでしょうか。 

○嘉数座長  課長、先ほどの例の配分額、総額とのかかわりで何かコメントがありまし

たらお願いできますか。 

○北村総務課長  まだ我々も、この地域主権の事務局のほうから神野先生の案が示され

て、トータルとして沖縄振興の観点からどういうふうに見えるかと。制度の立て方として

絶対困るところは何かというふうなことを問われているという段階でございます。 

 我々としては、もちろん地方分権あるいは一括交付金の大きな方向性について異論を唱

える立場ではありませんけれども、やはりこれまで沖縄振興法に基づく嵩上げ補助率とい

うものを前提にして沖縄振興を組み立ててきた。しかも、２３年度までは、それは現行の

法制度として成立しているわけですから、２３年度予算から投資的分野について一括交付

金がつくられるときに現行の法体系と、まずは２３年度をどういうふうに整合性を保つか

と。 

 それから、仮に２３年度へ向けた年末に制度設計が行われたときに、はたしてその制度

設計が嵩上げ補助率体系と全く接点のないものになってしまうのかどうかということにつ

いても、まだ不透明な状況ですので、我々としてはそういう沖縄振興を進めていく立場、

それから２４年度以降は新たな枠組みについて今振興審議会でご議論いただいているとい

うことについてよく目配せをしながら、２３年度の投資的経費、２４年度からの経常経費

についての一括交付金の制度設計をお願いしたいということを、いわば抽象的にお願いを

している段階でございますので、おそらくは年末の予算編成の中で具体的な沖縄振興との

接点といいますか、整合性をどういう工夫でとっていくのかということについての議論が

なされるだろうというふうに思います。 

○嘉数座長  先ほどの小西委員のご発言でも、一括交付金というのは、補助金の廃止で

はなくて、ひも付きの廃止だというふうに考えていいんですか。 

○小西委員  ひも付き補助金というのは、補助金なんですね。ひものつけ方を緩くする

ぐらいのイメージ。 

○嘉数座長  緩くするぐらいの。そうしますと、例えば沖縄の場合にはいろいろ嵩上げ

の部分ですね。これ、どれぐらいあるんですか。６００億円ぐらいありますか。この部分

がどうなるかという話になりますよね。先ほどのお話で。 
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○小西委員  配慮すると。 

○嘉数座長  ２項目にわたって配慮するとありますよね。 

○小西委員  総額をどうするかという話と、補助金をどう改革するかという議論は切れ

ているんですね。ただ、たまたまやっぱり中期財政収支ビジョンというのがありますので、

それとセットで来ると、補助金改革をした結果総額が減ったみたいなイメージになってし

まうかもわかりませんが、それは別の話だということです。 

 その一括交付金という形で補助金改革をするということと、嵩上げが残るかどうかとい

うのは、繰り返しになりますが、法律がある以上、来年何もしないということはまずあり

得ないんです。何かはするだろうとは思うんですが、それが荒っぽいやり方でやるのか、

丁寧なやり方になるのかというのは、あるいはきちんとしたやり方になるというのは一括

交付金の制度設計次第なので、今この文言では何とも言えないというところです。 

○嘉数座長  今のでよろしいですか。ありがとうございます。 

 ほかに何かございませんか。 

 それでは、ほかにご質問、コメント等がありましたらよろしくお願いします。どうぞ。 

○野崎委員  これは総額と補助率、それをどうするかということになるかと思いますが、

一般的には、これは総額ですと何をメルクマールとするかというと、人口ですとか、ある

いは面積ですとか、そういうような、小西先生が先ほどおっしゃったような、不利地域等

に配慮しない場合というと、何かそれに代わるような指標関係を立てているんでしょうか。 

○小西委員  私が答弁するのもおかしい話なんですが、地方の安定的な財政運営に十分

配慮するというのは１項目にありますので、この制度改革によって急に減ったり増えたり

はしませんと１項目は入ってます。ですから、そこはそうなんだと。その上で「客観的指

標を導入する」とあるんですが、投資的経費で客観的指標を導入して、その従前とそんな

に金額が大きく変動することがないというのは、これは技術的には至難の業なんです。 

 ですから、今ご指摘あったように、人口や面積で配ったら当然安定的な財政運営に配慮

できないというケースも想定されるんですね。ですから、１項目を担保しつつ客観的指標

を導入し、かつ、沖縄の特別措置法に基づく嵩上げを担保するというのは、ちょっと呆然

とするような、とても難しい制度設計なんです。しかし、それは３つとも書いてあります

のでやって頂きましょうということなんですけど、あまり挑発的なことを言うとかえって

よろしくありませんので、これをきちんと担保できるように期待しておりますと。具体的

な話になった時点でまずいなと思ったときには、これは困るんじゃないかということを声
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を挙げていかないといけないということだと思います。 

○嘉数座長  いずれにしろ、今のこのお話は非常に不確定要素が多くて、政治の力学に

も左右されますが、何とも言えないところがありますよね。 

 ただ、沖縄側としては先ほど野崎委員がおっしゃるように、面積と人口の基準でやられ

ると、やはり一括交付金の金額総額そのものが減ってくる可能性は十分あるということで、

先ほどの２１世紀ビジョンの中にも、海面の面積ですか。謝花さん。ＥＥＺ、そこも含め

て県は考えてほしいというご意見があるんですか。 

○沖縄県(謝花統括監)  今、会長からおっしゃっていただいたように、沖縄県といたし

ましても、この一括交付金の流れを大変注目しております。客観的指標が今現在言われて

いる人口・面積だけでやられますと、現在の沖縄振興における予算が３分の１にまで落ち

込むのではないかというふうに考えております。 

 これまでも交付金関係で沖縄には十分とはいえない算定となりだいぶ少なかったという

のがありました。これについては知事の仲井眞もだいぶ心配しておりまして、そういった

こともあって５月１１日に、これは一括交付金を担当しております戦略室というのがござ

いますが、そこで各地域に意見を求めるという機会がございましたので、副知事が上京し

まして、沖縄県の懸念として客観的指標としては、人口・面積だけではなく、海域ですと

か失業率とか、そういった地域の実情に合ったものも基準として採用していただきたいと

いうことを強く要望してきたところでございます。以上です。 

○嘉数座長  ありがとうございました。 

 ほかにどなたかご意見ございませんか。はい、どうぞ。 

○安田委員  一括のほうについて１つだけ。あれの流れとしては、必ず自己仕分けとい

うのをやれというという話が出てくると思うので、沖縄県としてそれをどういう体制で考

えるのか。振興審議会委員とか、この専門部会が関与しなくてもいいのが大変結構なんで

すけど、私の意識としてはですよ。ただ、そういうことに関与するということであればど

う関与するのかということは、そろそろ考えていかないとまずいのではないかと。 

 それから、今の占有面積の件につきましても前に申し上げましたけど、沖縄の観光とい

うのは特殊な事態なんですね。沖縄だけで全部をまかなわなければいけない態勢にある。

それで５００万人受け入れているわけですよ。例えば京都は５,０００万人といっても、周

辺地域を含めてなわけですね。ですから、ある意味で何らかの受入態勢の指標というのを

つくらないと、やっぱりそこは大きな負担になっているわけですから、負担に対する思い
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というのは出していいのではないかと。 

 ちょっと別の件ですけど、この知的クラスター現地調査報告について議論させていただ

きたいんです。 

 大変いい調査だったというふうに思います。それでいろいろと知見ができたと思うんで

すが、１つだけ。最後のところに「沖縄にとって注目すべき助言等」という部分がありま

すね。それで、ここで見ていただきたいのは、サンディエゴのほうは１９６０年代に知的

部分ができ上がって、１９８０年代に企業支援コネクトが立ち上がっているわけですね。

つまり、ある意味、知的部分が先行して、そしてその後地域振興の産業部分が出来上がっ

てきている。その間に時間経緯があるわけです。 

 それからフェニックスのほうは、実はその前に製造業、宇宙業という大きな産業があっ

て、それが傾きかかって、市民としては既に産業の活性ということの経験をした上で、そ

れをどうするかという話で、ですから、ある意味歴史をちょっと考えないとうまくいかな

いということだと思うんです。 

 それで、フェニックスのほうで一番ポイントになるのは、傾きかかったときに何をやっ

たかというと、ロードマップをつくって、そのポイントカウントをスコアをつけたという

のが出ております。やはり私は、助言ではなかったかもしれないけれども、沖縄も年ごと

のロードマップをつくって、それでスコアリングということをやるべきだというふうに思

います。それはこの重視すべき助言の中に入れてよろしいのではないかというふうに思っ

ています。それをぜひ取り上げていただきたいなと思います。以上です。 

○嘉数座長  ありがとうございました。 

 私も北村課長さんにご質問させていただきたいと思っていましたが、サンディエゴの場

合にはかなりＵＣＳＤ（ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ・ｵﾌﾞ・ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ・ｻﾝﾃﾞｨｴｺﾞｷｬﾝﾊﾟｽ）というのがここにあ

りますが、カリフォルニア大学のサンディエゴキャンパスが中心になって知的クラスター

をつくっているんですよね。ですから、沖縄の場合ですとＯＩＳＴ(沖縄科学技術大学院大

学)がスタートするので、そことのコネクトをどうするかと、この辺りはほとんど議論され

てないような感じがするんですよね。 

 世界トップクラスの研究教育機関が沖縄にできるわけですから、そこと例えば地元でし

たら琉球大学、私がいる名桜大学は若干レベルが低くてどうかなと思ったりしますが、地

域貢献、振興の視点からＯＩＳＴと地域の連携協力をいかにするかということについて、

何かもう１本ちゃんとした調査が必要ではないかと思うんですが、いかがでしょうか。 



 28

○北村総務課長  ご指摘はごもっともだと思います。 

 先ほどの説明の一番最後のところで、この米国と比べて沖縄についてそう簡単ではない

理由として２つ挙げました。１つは、米国のそれぞれの先進地が持っているようなもとも

との産業基盤がないということと、あとはそれぞれの地域での研究機能の集積というのも

非常に多くの研究機関がやっぱりそれを集積された形で担っているわけです。 

 フェニックスであっても、アリゾナ州立大学という非常に巨大な大学の中に例えばバイ

オデザイン研究所みたいな実際的な研究機関みたいなものをつくってそういう機能を担わ

せたりしてますので、非常に裾野が広いわけです。 

 そういうものと比べてみると、沖縄における研究機関の体制というのは、まだ緒につい

たばかりですし、非常に高いレベルを目指している大学院大学も、まだ開学までに主任研

究員５０人を目指しておりますけれども、それだけでは知的クラスターの形成を期するに

十分な研究基盤とはとてもいえないと思いますので、もちろん琉球大学、ほかの大学、あ

るいは高専とか、あるいは沖縄に事務所を構えているような他の研究機関みたいなところ

も、もっともっと巻き込んだ形で沖縄に研究機能を重層的につくっていくということをや

らないと、我々はやはり沖縄の場合には既存の産業基盤を生かしながらというアプローチ

はなかなかとれない土地でございますので、まさに研究機能の深化からビジネスを生み出

していくというアプローチをとらざるを得ないとすれば、その研究機能というものを大学

院大学だけではなくて、もっと重層的に蓄積していくというアプローチ、努力が必要にな

ってくるのではないかというふうに思います。 

○嘉数座長  県は２１世紀ビジョンというのをおつくりになっていますが、２１世紀ビ

ジョンと言ったってあと２０年後の姿ですよね。このクラスター計画にしましても、多分

２０年間の、先ほど安田さんのロードマップという話が出ましたが、そういうたぐいのも

のをつくっておいたほうがいいのではないかと思いますが、サンディエゴを見ても、フェ

ニックスを見ても３０年、４０年たってやっと知的クラスターが形成されている感じです

よね。その意味では１０年計画で基礎固めぐらいのものしかできないのではないかという

ふうな感じもありますので、それこそ２１世紀ビジョンの中にちゃんと具体的に位置づけ

する方法も考えていただきたいと思うんです。 

 ほかに何かございませんか。どうぞ。 

○當眞委員  今のお話のあったサンディエゴとフェニックスの事例なんですが、１０ペ

ージに書いてある訪問機関の概要のところでどうしても目につくのが、例えばフェニック
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スの場合はアリゾナ科学財団とかフリン財団とか、サンディエゴの場合は一番下の協和発

酵キリンカリフォルニア社のところに書いてある資金拠出。それから、真ん中のバイオコ

ムのところで書いてある資金調達支援という、この辺が非常に目につくわけです。 

 いわゆる研究というのは、ことし１月に研究をスタートしたから１２月に結果が出るの

もあるでしょうし、とてもとてもというところもあるでしょうし、３年、４年、５年とい

うふうにかかるものもたくさんあると思うわけですね。その間、そこで必要な、いろいろ

な資金をどう供給するか、調達するかというのはとても大きな鍵だと思うわけですね。  

 アメリカの企業、あるいはＣＥＯの場合は、年俸が何十億円という巨額な年俸をもらっ

ているので、ベンチャー支援あるいはそういうところの研究機関への寄附、あるいは資金

の拠出というのは非常にやりやすいと思うんですが、残念ながら国内・県内のＣＥＯと称

される人たちでも、社員からちょっと年をとっていって、それなりの年俸しかもらってな

い。そういう状況でその資金調達の支援というのは、どう考えても困難ではないかなと思

っているわけですね。  

 そこで、いわゆる官の財源をどうするか、研究資金の供給をどうするかが課題ではない

かというふうに非常に改めて感じたところですが、その辺は欧米と日本、あるいは沖縄の

違いというか、そういう認識でいいのかどうかですね。ちょっとお教えいただきたいなと

思います。 

○北村総務課長  今回、サンディエゴ、フェニックス等を訪ねる中に、日本からそこの

現地のトップの研究機関で働いておられる研究者の方に話を聞く機会もあったんですね。

彼らは日本とアメリカの研究環境、それからそれをバックアップするような投資環境とい

いますか、そういったものの違いを非常によく認識しておられて、やはりアメリカという

社会は、今ご指摘のあったようにビジネス界で成功した方というのは、成功の度合いとい

うのが日本では想像のできないような桁外れで、その方々はキリスト教文化の中では、そ

の成功をできるだけ社会に還元しなければならないという、いわば宗教的な意識を非常に

持っておられる方が多いと。それが、そういう人たちに課せられた義務であるというふう

なところまでおっしゃる方もおられて、そういう方がいわば自分が成功した成果をそうい

う形で新しい研究分野に投じて、もちろんそれは慈善事業でやっているわけではありませ

んので、それを第２の企業化に結びつけていくという文化が非常に厚みのあるものとして

存在しているというものがまず第１にあって、日本ではなかなかそれができていないとい

うところかと思います。 
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 ただ、これは沖縄だけの話ではなくて、日本全体について、そういうベンチャーにどう

いう資金をつけていくのかという課題であるし、おそらくもう２０年来、日本政府の中で

もそれをずっと議論をしてきたし、それに向けてのマーケットみたいなものも、ちょっと

今シュリンクしてますけれども、非常に成長してきたという経緯もありますので、そうい

うベンチャーの分野にどういうふうにファンドをつけていくかということは、日本全体と

しての課題でもあろうかと思います。 

 ただ、沖縄の場合には、まずそういう既存の産業基盤と連携した研究というものがすぐ

に進んでいるわけでもないし、まずこの研究の成果を着実に蓄積していく中で、自ずとそ

ういったものをビジネスに生かしていこうという気運が出てきた段階で、どういう形で資

金をどこに提供することができるかということになってくると思いますので、そういう沖

縄に合った形の資金供給のあり方というものも、これは検討していかなければいけないと

いうふうに思います。 

○嘉数座長  今の資金調達というのは非常に重要だと思いますが、サンディエゴもそう

だと思いますが、フェニックスのフリン財団もそうで、ここに書いてないんですが、サン

ディエゴで、ソーク研究所というのがありまして、これ実は今のＯＩＳＴの１つのモデル

なんですよね。そこも１９６０年代に個人の資金で立ち上げた研究機関ですが、世界トッ

プクラスの研究機関に成長しています。アメリカと日本とはそういうベンチャーとか、あ

るいは資金調達面での考え方は全然違うという、そのとおりだと思いますね。 

 先ほどの小西委員のご発言にもありましたように、財政的にはマクロ的にもミクロ的に

もものすごく厳しくなってくるということで、自立とコラボレーションですね。その中で

必要な資金をどう調達してくるかというのが多分大きな課題になろうかと思いますが、大

澤委員はその分野の専門家ですので、ご意見を頂戴したいと思います。 

○大澤委員  今の点についてなんですけれども、私がちょっと関与しているのはＴＩＥ

(タイ)という、これシリコンバレーのコネクトと同じような組織で、もともとシリコンバ

レーで研究を進めていたインド人の研究者、その人たちが起業するにあたって、やはりい

ろいろな支援、お金の面もそうですし、それから経営ということ。研究者の方々というの

は研究はすごく得意なんだけれども、事業計画をどう書いたりとか、投資家に対してどう

プレゼンテーションしたらいいかというのは非常に苦手なので、それを無料で奉仕すると

いう専門家の組織をつくっているんですね。もともとインド人でスタートしたんですが、

今はもう全くインド人とは関係なく世界のいろいろなところにそういう組織があって、日
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本にもそういう組織が今度できたんです。 

 そこで、例えば日本の中でも非常にいい技術があると、その人たちの技術をシリコンバ

レーに年に１回持っていっちゃうんですね。大きな大会があって、そこには別にアメリカ

の財団だけではなく世界のベンチャーキャピタリストが集まっていて、そこにいろいろな

経営の指導をする人も集まり、世界中のそういう技術を持った企業の人たちが集まって、

そこでコンテストみたいなものをやって、その場であなたに何万ドル出しますよとかいう

交渉が行われるということで、もうお金の場合は国境を越えていってしまいますので、例

えば沖縄のそういう企業が沖縄で資金調達をする必要は必ずしもないというか、もし本当

にいい企業であれば世界的にそういう窓口さえつくってあげれば、世界からお金が集まっ

てくるんだろうと思いますし、それからその経営を指導してあげるというのも、これも無

料でなぜやるかというと、例えば私どもの会社なんかもそうなんですが、最初からそうい

う小さい企業、スタートアップの企業というのは全くお金をもってないので、お金を払っ

てもらうとむしろ潰れてしまうということもあるので、そのお金を取らないで逆にＩＰＯ

に近い段階になってきたときに、そこでたくさんの手数料をいただくという。だから恩義

に感じてもらうということをやるわけですね。 

 そういう意味で、非常に中長期的な投資としてそういうことをやるという仕組みが、や

はりアメリカは非常によくできているなと。 

 そこに追いつくためには、相当なハードルがいろいろあるかなと思います。日本にもで

きたほうがいいのかもしれないけれども、もしできなくても逆にそういったところをうま

く活用していけば、お金の面とかノウハウの面というのは、意外と県境・国境を越えてい

ろいろな人が。もし本当にいいものを持っていれば、活用できるのかなということで、そ

こはあまり心配する必要はないのかなと。 

 むしろ、北村さんがおっしゃったような、まさにここで本当にすばらしいものが生まれ

てきているという、その土壌をどうやってつくるかというのが最大のポイントなのかなと

いうふうに思いました。 

 もしお金の面とか経営技術の面は、意外といいものがあればみんな世界中から飛んでき

てここで支援したり、お金を出したりという人は出てくるのかなというふうに思います。 

○平田委員  平田です。よろしくお願いします。知的クラスターに関してと、それから

一括交付金で１ずつご質問というか、お聞きしたいんです。 

 今、大澤さんからも話があったとおり、僕も２つの知的クラスターの対象をバイオ分野
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で今されていると。おそらく大事なのは、沖縄で手がけるべき知的クラスターの知的な部

分というのは一体何を考えていらっしゃるのかというか、僕らが考えなければいけないの

かわかりませんが、そこによるのかなと１つ思っております。 

 例えば、次世代分野のことがあるのか、それともそのバイオ分野だけが今新しい事例と

して注目されているのか、新しい何か沖縄でやらなければいけないもの。でなければ、そ

んなに沖縄で誘致してやる意味が本当にあるか・ないかということですね。 

 もちろんそういう土壌関係なくやれるものもきっとあると思うんですが、今の大澤さん

の話と僕も同様なのですが、おそらく磁石のようなものがなければ、人も本当の意味での

知識も集積されないのではないかと、集まってこないのではないかと。それを引きつける

だけの磁力が、沖縄という土地と、沖縄という環境の中でどう位置づけていくかというの

が非常に重要かなということを思いました。 

 もう１つ、一括交付金に関しては、これ５月１１日に確か僕も新聞で見ましたけれども、

上原副知事が上京されて意見交換されたと。内容が詳しく書かれてなかったので、先ほど

お話を伺ってなるほどと思ったんですが、でも、もっと実はもう先に行ってもいいのかな

というふうに思っております。 

 というのは、目的の中で地域のことは地域が決める。それで、基本的に地方が自由に使

える一括交付金だとうたっているわけですから、逆にいうと一歩進めて、もうステージを

用意されてから演目を何にしましょうかということではなくて、地域のことは地域が決め

るとうたわれているわけですから、では沖縄として幕が開いたときに、どういうふうに実

際使おうと考えているのか。このことに関して、きょうの方向性も含めて、今考えていら

っしゃることがあれば聞かせてもらえたらありがたいなと思います。 

○嘉数座長  これについて北村総務課長。 

○北村総務課長  沖縄における知的クラスターをどういう分野で追求していくかとい

うことについては、もちろんバイオの分野だけではなくて新エネルギーの分野だとか、あ

るいは環境の分野だとかいろいろなことがありますし、先進地を見てもそれぞれの地域が

バイオだけに特化しているわけではありません。 

 ただし、この両先進地に行って、沖縄の状況を詳しく説明をした上でアドバイスをもら

うと、沖縄の強み、沖縄でしかできないことというものをしっかり認識すべきだと。そう

いうところを大事にすべきだというふうにおっしゃる方が結構おられました。バイオとい

う分野を今回我々はテーマに選んでいるのは、既に大学院大学の研究分野の大きな柱の１
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つであるとともに、沖縄県が非常に力を入れつつある分野であるということが１つありま

す。特にゲノムシーケンサーという非常に高度なゲノム解析の機器を大学院大学も持って

ますし、沖縄県もそろえています。これは神戸とか、日本の沖縄以外のクラスター形成を

目指しておられる方々に話を聞いても、沖縄はそのシーケンサーの集積が非常に進んでい

るということが強みだとおっしゃる方も多いんです。 

 ですから、既に取り組みつつあり、大学院大学もそれを柱の１つとしているバイオとい

うものを、まず最初のとっかかりとして知的クラスターを構想する上でのテーマの１つに

選んでいるわけです。 

 もちろん大学院大学の研究分野もそれにとどまるものではありませんし、これからその

研究機能の深化の中で、ほかの分野にもそういうビジネスと結びつけられるような進展が

見られれば、それはもちろんそういう方向も目指すべきだと思いますけれども、まずは、

最初に沖縄県も含めて取り組みが進みつつある分野としてバイオという分野を選んでいる

ということでございます。 

○嘉数座長  どうぞ。重倉さん。 

○重倉参事官  補足させていただければと思います。  

 私ども現在沖縄新産業創出投資事業というのを始めておりまして、これをご紹介させて

いただくのがいいかなと思うのですが、先ほど當眞委員、大澤委員からのご指摘もあった

ところでございますけれども、まず１点は、沖縄の持っている資金の調達の難しさの点で

ございますが、このベンチャーファンドを形成する事業に関して、全国に提供している事

業に比べ、この沖縄新産業創出投資事業では、もっと補助率を上げたという設定がなされ

ていて、これはまさに逆に言えば沖縄での資金調達の困難さを示しているものでございま

す。 

 実は、このファンドには沖縄電力さんからも出資をしていただいておりまして、感謝を

しているところでございます。これが実態として存在します。 

 それからもう１つ、先ほど平田委員からございました分野でございますが、このファン

ドでは、現在投資先としてバイオとＩＴと環境の３分野を選定しているところでございま

して、それぞれ今後の沖縄の進む道として比較的指摘が多くなされていて、それぞれ今北

村が申し上げましたように、沖縄の特徴を発揮することもできるだろうと考えられた分野

でございますので、現在それを設定しておりますが、逆にこれでなければならぬとか、ま

たさらにどこかに集中とか、それは将来のオプションとしてはあり得るのかなと思ってお
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りますけれども、現在やっておることについてのご紹介をさせていただきました。 

○嘉数座長  ありがとうございました。 

 バイオ、ＩＴ、環境分野のファンドを創出するということで、中島委員はＩＴのご専門

家ですが、何かコメントございませんか。 

○中島委員  ＩＴの前にバイオの設定で、私も新聞記者時代１９９０年ぐらいからアメ

リカのバイオの状況などを随分調査をして、バイオベンチャーを見てきたんですけど、一

時期のブームが去ってみると生き残っているところは少ない。非常にわずかであると。し

かも、非常に長期の非公開期間が必要であるということで、この大学院大学がバイオが一

番大きな柱だなというふうに思っておりますけれども、その中でも先ほどのアメリカの報

告でもその１つのものについて深化をさせると。深化をさせていって、むやみに企業誘致

をしてというよりも先に深化させるというところで、もともとバイオというのは懐妊期間

が長いうえに、かつ、結果が出るまで企業誘致もあまりみだりにやっていても空振りに終

わるかなということだと。非常に困難な局面が多いなというので、聞きながら少し憂鬱に

なってきたところなんですけれども。 

 それに比べるとＩＴの側というのは非常に技術革新が早いので、新しいものが次々と出

てくる可能性のあるところで、大学院大学のほうでも記録、記憶、こういう分野ですね。

この分野を重点的にやろうとしておられて、この分野は比較的短い期間に成果の出るタイ

プのものでございますので、そちらのほうの企業誘致というのは、研究所の誘致を含めて

あり得るのかなという感じを持ちながら聞いていたわけです。 

 現在の状況で申しますと、アジアの特に東アジアの地域の経済成長が非常に急でありま

して、ＩＴの中心地も中国、それから台湾、特に製造業を中心にこういう分野で急速に進

展をしてきていますので、そこに比較的近接をした研究開発インフラが整えば、これは先

んじて発展する可能性があるのではないかなというふうに思いながら聞いていたわけであ

ります。 

 やはりここ５～６年の急速な変化というのは東アジアの経済発展が急で、日本の産業界

の東アジアに対するシフトと。アメリカも依然として重要でありますけれども、アメリカ

には十分にいろいろな形でリレーションができておりますので、今、決定的に欠けている

東アジアとのリレーションを産業界はものすごい勢いでつくろうとしていますので、その

ときの前線の拠点としての沖縄でなければならないという、なぜ沖縄でならなければいけ

ないのかと。同じことを北海道につくってもアジアとのリレーションシップは全然期待で
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きないわけでありまして、それは圧倒的に沖縄の持つ特色であり、日本全体にとっても沖

縄の持つ価値だというふうに思いますので、この分野から、長期的に頑張るバイオと、そ

れから短期的に成果を見せるＩＴと、これを２つのものを両輪で走らせて、とりあえず短

期的にＩＴで見せたらどうかという感じを持ちながら、今話を聞いていたということであ

ります。考えがまとまりませんので、まとまったらまた後で発言をしたいと思います。 

○嘉数座長  ありがとうございました。  

 ほかに、バイオ、ＩＴ、環境について何かコメントございますか。どうぞ。 

○當眞委員  一言でバイオと言っても何をイメージするか、皆さん、私もそうなんです

が、何か絞り方が違うような気がするわけですね。 

 我々みたいにエネルギー屋は、バイオ燃料というのが頭に浮かびますし、ある人は医薬

品などが前提に出てくるかもしれませんし、ある人は健康食品かもしれません。だから、

焦点の絞り方もあると思うんですが、特に健康食品などを考えると、きょうに始まった話

ではないんですが、沖縄で言う、うっちん(ウコン)とかいうと、酒飲みには肝臓の保護に

いいですよとか、あるいは柑橘類のヒラミレモンが健康にいいよというと、すぐに次の土

曜日、日曜日には植木屋さんとか、あるいはＤＩＹショップの苗が全部なくなると。さら

に、マグロか何かの目の玉の後ろにある何かがいいとなると、お母さん方が受験生にたっ

ぷり何個も買っていくと。１匹に２個しかない目の玉が飛ぶように売れてなくなると。事

ほどさように対象が違う、効果が違うという、あるいは欲するものが違うというところも

ありますので、むしろバイオテクノロジーとしての研究所をどうするかという話は、大学

院大学に集積させてもいいと思うのですが、そうたくさん幾つもつくってお金を薄くとい

うことでもいかんのじゃないかなと思うわけです。 

 そういった意味で、沖縄のバイオのどういう部分に焦点を当てて、どんな効能を研究し

て、それをどう売り込むかというその辺の焦点の絞り方、あるいは選択の仕方がむしろ大

事ではないかなというふうに感じているところですが、皆さんのご意見も聞いてみたいな

と思います。 

○嘉数座長  今いいご質問だと思いますね。重倉さんのさっきの経済産業省のこのバイ

オ基金ですね。これはどこに重点を当てているのか。例えば先ほどのバイオエネルギーか

ら。泡盛もバイオ関連産業なんですよね。 

○重倉参事官  先ほど申し上げました沖縄新産業創出投資事業は、内閣府の事業でござ

いまして、私どもで管理し、民間企業に委ねて投資をしておりますが、実際にはファンド
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がこの１月に組成されたばかりでございまして、具体的な出資にはまだ至っておりません

で、これから決まっていくところと思います。 

 このバイオ分野でございますが、本日むしろ午後の議題になるのかと思うんですけれど

も、実はその問題の要素を報告書の中に提起させていただいておりますが、現在まだバイ

オ分野に関して沖縄県がどのように成長していくかというビジョンを設定していない段階

でございますので、これはむしろこれからつくっていかねばならんのだろうというように

考えております。優れた研究や、あるいは研究機関は、それぞれエネルギー分野にしろ、

医薬品にしろ、それから海の中の素材とか様々ないろいろなことが起こり始めております

けれども、これをそれぞれがいいというのがある程度相互に連携していくことが、きっと

その効果を高めることになるんだろうと思うんですね。 

 そうしたものをつくる戦略というものをこれからは考えていかなければいけないと考え

ておると。そういう段階でございます。 

○嘉数座長  ありがとうございます。後ほどまたこのバイオ等について議論をしたいと

思っております。  

 先ほど平田委員のほうからもう１つ質問がありまして、これは謝花統括監のほうでご返

事いただけるかなと思うんですが、沖縄県が一括交付金制度を創設するという新聞記事が

あったということですが、これ中身についてご説明いただけませんか。 

○沖縄県(謝花統括監)   

 実は、先ほどは算定基準の話で、やはり人口と面積だけでは沖縄県の特殊性を反映でき

ない。また過去の経済対策費などを見ても少なかったことから、それ以外の指標、海域で

すとか失業率とかそういったものも入れてほしいという意見を述べさせていただきました。 

 もう１つございまして、内閣府の皆様とこの件についてまだ調整した上でのことではな

いのですが、実は今沖縄県の国関係の予算というのは、各省の計上分と内閣府一括計上分

があるわけです。各省計上分についての一括交付金化については、先ほど言った算定基準

の要望をさせていただいたところですが、いわゆる嵩上げの分ですね。補助金の嵩上げ分、

これが５７０億円ほどございます。一括交付金が全国一率の形でされてしまいますと、こ

れがごっそりなくなってしまう恐れがあるということで、これを大変懸念しておりましす。

この嵩上げ分について確保してもらうことで沖縄振興一括交付金(仮称)を要望したところ

でございます。 

 先ほどご質問のあった、一括交付金の使途を優先順位まで決めているかということにつ
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きましては、実は２１世紀ビジョンの実現に向けて、いろいろな制度、要望などを取りま

とめておりますが、その中でやはりこの補助金の嵩上げの確保とか新しい補助金の話が県

庁内部から出てまいります。そういったものを我々は一括交付金の使途として考えていく

と。具体的に申し上げまして、やはりこれからは離島の振興、健康、環境、福祉、そうい

ったこれまでの補助金のメニューではなかなか実現できなかったものを、この沖縄振興一

括交付金（仮称）という形で使っていければ、というふうに現時点で考えているところで

ございます。 

 具体的には６月いっぱいでその辺の議論をして、この案を８月ぐらいには提案したいと

考えているところでございます。以上です。 

○嘉数座長  これは、沖縄県だけ全国に先駆けて実施してほしいという考えなんですか。

この一括交付金制度を。 

○沖縄県(謝花統括監)  制度導入につきましては全国と同じベースでやっていただい

て結構だと思いますけれども、その導入にあたっては沖縄県からの要望、提言をさせてい

ただいたということでございます。 

○嘉数座長  いかがでしょうか、まだご発言されてない方。 

 どうぞ。 

○仲本委員  委員の仲本でございます。 

 一括交付金の関係で、意見というか要望をちょっと言わせていただきたいと思います。 

 補助率の嵩上げの必要性等の議論については、後ほど午後の中間とりまとめのたたき台

の中でまたご意見が出ると思うんですけれども、午前中小西先生のほうからも一括交付金

の方向性、その制度設計についていろいろとご助言をいただいたところでございますけれ

ども、沖縄振興のこれまでの予算の推移を考えてみると、基本的には各省庁、各事業別の

シェア、それからシーリングにかなり影響を受けた形で来ておりまして、当然ながら公共

事業のシーリングに偏っておりますので、そういった小泉内閣以降の公共投資大幅抑制と

いう流れの中で、ここ１０年ぐらいで半減しているという状況がございます。 

 やはり各省庁、それから事業ごとの予算のシーリングの影響をあまり受けないような形

の総枠としての沖縄振興、今の統括監の説明があったような沖縄振興に必要な総額として

の交付金の額というのを、まず確保するような努力が必要なのではないかなと私は思いま

す。そのために内閣府沖縄振興局さんのご尽力であるとか、沖縄県さんの連携が必要だと

思います。 



 38

 やはりこのシーリングでのシェアというのがどうしても国の予算で出て来ますので、あ

る程度連動はしょうがないにしても、国の予算がここ１０年、１５年で７０兆円から９０

兆円に増えていくと。確かに福祉関係、医療関係が増えているという状況の中での話です

けれども、一方で沖縄の予算というのは、補正予算等を入れての話ですけれども半減をし

ていくというのは相矛盾する話でもあるのではないかなという気もいたしますので、そう

いった一括交付金制度を検討する際へのご検討をぜひお願いしたいと思います。 

○嘉数座長  この件に関してまた午後ご議論いただけると思います。 

 先ほどご報告ありました待機児童対策スタディ・グループの提言について、これについ

て何かコメント、質問なりありませんか。 

○池田委員  専門外でありますけど、アメリカの知的クラスターのことについてちょっ

と質問というかお願いしたいんです。 

 サンディエゴは何回も行って私もよく知っているんですけれども、１つはコンベンショ

ンセンターの視察のこととか、もう１つは都市の成長管理、広域成長管理ということでサ

ンディエゴは有名なので、要は、お聞きしたいのは、今回のこの知的クラスターに関連し

て、何の略称かわからないけどSANDAGという機関、この機関は非常に大規模なＮＰＯだと

いう言い方をしてましたが、要は米国の国とそれから州、地方の市町村、さらには、あそ

こはメキシコとの境界があるのでメキシコも絡んだ形で企業も入った形で連合体ができて

まして、このSANDAGというのが衛星を使ってのＧＩＳを含めたそういう活用で、地域の気

象情報の提供とか、地域分析とか、いろいろな情報分析を提供している機関でもあるんで

すね。 

 それから、都市の成長管理ということで、全体の成長で開発をどこで進めるか、どこで

分担するかという、そういう土地利用計画的なものもやっている。そういう機関なんです

けれども、これは地域の開発なりいろいろな振興を進めているところで、最新技術を持っ

て、こことこの今回の知的クラスターと関係があると私は見ているんですが、何か向こう

に視察に行ったときにそういう話が出なかったかどうか。ぜひお聞きしたいところです。 

○北村総務課長  今回、我々が出張に行った視察先の選定というのは、各それぞれの州

の事務所と相談したり、窓口となるところと議論しながら沖縄の今目指しているところ、

我々の問題意識を踏まえてどういうところを見に行ったらいいかというところでご紹介い

ただいたようなところが多いわけです。  

 ただし、例えばサンディエゴで申し上げても、そういった研究機関、それからビジネス
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界、ＮＰＯを含めた社会、そういったところをつなぐいろいろな組織があります。網の目

のようにそういった組織があるということが、まさに知的クラスターとしてのサンディエ

ゴの強みだというふうにも聞いておりますので、おそらくその網の目の１つの中に今ご指

摘のあったような組織もあるんだろうと思います。 

 残念ながら、今回の視察先ではございませんでした。 

○嘉数座長  玉沖さん、何かございますか。 

○玉沖委員  質問なんですけれども、先ほどのご報告を聞かせていただいて、企業化支

援のあり方に大きなポイントがあるのではないかなと思ってお聞きしていたんですが、突

出してここがポイントだとか、あとアメリカにあって日本にない支援の仕方とか、何かそ

ういうここがみそみたいなところがあれば教えていただけますでしょうか。 

○北村総務課長  まさに先進地としてのアメリカを見に行ったつもりでおりまして、最

後の結論のところに申し上げましたように、まだまだ研究機関の集積を始めたばかりの沖

縄にとっては、企業支援のあり方ということについても他国に先駆けて、アメリカにない

強みというか独自の取り組みというのがあるとは、私は今は認識をしておりません。 

 むしろ、これから時間をかけて育てていくにあたって、どういう要素が必要になってく

るかということの１つとして、おっしゃったように企業支援というものをどう考えていく

かということが非常に重要なファクターであるということは十分認識できましたし、それ

を沖縄という土地特有のものとして何か必要なのかどうかということについても検討して

いかなければならないという段階であって、既にこういった取り組みがあるという強みが

今沖縄にあるかというと、私は少なくともあまり認識をしておりません。これからの取り

組みにかかっているというふうに思います。 

○玉沖委員  こここそ参考にすればいいというポイントになるようなところはあるん

でしょうか。それもこれからのことなんでしょうか。 

○北村総務課長  そうですね。何人かの委員の方からありましたけれども、やはり圧倒

的にアメリカ社会というのは、ビジネス志向が強い社会ですし、まさに研究をビジネスに

つなげていくという、そういったことにもやはりそれなりの歴史とそれなりの経緯を持っ

て発展してきた国ですから、そういったところから沖縄のこれからの研究機能の蓄積、深

化に適した形で企業化支援というもののあり方を検討していくということだろうと思いま

すので、今の時点ですぐに今回の視察から沖縄にふさわしいノウハウが見つかったという

ところまでは、私は申し上げるつもりはありません。 
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○嘉数座長  藤田委員、環境の話も出ましたが、何かコメントありませんか。 

○藤田委員  審議会の委員、総合部会の委員をしております藤田と申します。 

 私は、事業家でも投資家でもございませんのでビジネスのことはよくわかりませんが、

ただ、先ほど沖縄新産業創出投資事業のお話がございましたが、環境産業の振興といった

ときに、ともすれば環境産業であるのに環境保全といいますか、事業自体はリサイクルで

あったりとか、バイオ燃料であったりとかではあるんだけれども、その結果、環境汚染に

つながっていたりとか、あるいは、あくまで例え話ですけれども、環境産業を振興するた

めに埋立地の上に工業団地をつくるとか、そういったことが沖縄であってもいいのかなと

いう気はしているんですね。 

 結局、その産業振興をするときに、特に環境産業に関していえば、ビジネスモデルと技

術を組み合わせて産業になっていくんだと思うんですが、それだけでいいのかなという気

がするんですね。先ほど重倉参事官からもバイオ産業に関してもまだこれからビジョンを

つくっていくところですというご報告がありましたけれども、やはりこれから沖縄が環境

活用と環境保全というものをどのようにしていくのかという、将来的なビジョンを明確に

示していくことがベースにあってはじめて、その上に環境産業といえるものは成り立つん

だと思うんですね。今のところそこがまだ明確に示されていない。 

 ２１世紀ビジョンの中には環境に関する記述がたくさんありまして、県民の中では沖縄

のこの環境を守っていかなければならないという共通の認識があることは確認はされてい

るのですが、ただ、具体的にどこをどのように活用して、どこには手をつけずにというか、

手を使わずに守っていくのかというゾーニングも含めて、そういった具体的なビジョンを

示してから産業誘致、産業振興ということを考えることが必要なのではないかなと思いま

す。 

 そういった意味では、産官学の協力は必要だとは思うんですが、そこにやはり最近注目

されている第三のセクターというんですか、ＮＰＯであるとか、そういったグループの役

割というのも環境産業であるとか、あと福祉とかに関してもそうだと思うんですけれども、

ここを重視して１つのかかわってくる主要な主体として認識していったほうがいろいろと

うまくいくこともあるのかなという気がしております。まとまらなくて申しわけありませ

んが、そんなところです。 

○嘉数座長  あまり時間ありませんが、小西委員。 

○小西委員  すみません。午後から出席できませんので、一括交付金について少しだけ
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申し上げさせてください。 

 一括交付金は来年度の話と、来年度以降の２４年度以降の話は全然話が違いますので、

そこはあまりごちゃごちゃにしてはいけないと思います。 

 来年度に関していえば、これは技術論だと考えたほうがいいですね。特別措置法がある

限りにおいては、それはすることになっているわけなので、一括交付金をどういうふうに

技術的に設計したとしても、そこは法律の趣旨に照らしてきちんとやってくださいと。も

ちろん、だからといっていい加減にしていいというものではないけれども、そこは技術論

の問題だと思いますが、それ以降のことについては、まさに振興法そのものの問題になり

ますので、ここでやるべきことだということになります。 

 私ここにかかわらせていただいて、結局一番大事なことは、法律の一番最初に書いてあ

る「法律の目的が沖縄の特殊事情を踏まえ沖縄の自立的発展と豊かな住民生活を実現する

ために」と書いてあると。特殊事情を踏まえてするものなんですというところですね。で

すから、嵩上げも特殊事情を踏まえているから嵩上げをするんですということになってい

るわけですよね。 

 資料５なんかもざっと見ましたら、例えば不発弾が多いとか、不発弾が多いからその処

理は当然嵩上げが必要だというのは、これは非常に説得力があると。それはそうだろうな

ということになりますので、そういう意味ではそういう特殊事情があるからこうですとい

うことがきちっと明確なものに関しては、今後もという言い方ができるのではないかと思

います。県のほうが離島とおっしゃっていることもですね。それは離島だからどうだとい

うところを具体的にいかないと駄目なんですけど、その具体論の掘り下げがなかったら、

「みんなが優遇してほしいとどの地区も思うのよ」と言われてしまっては全然駄目なので、

その目的に沿ってこれが必要だという説得力のある論理がいると。離島だからというぐら

いだと、今の時代は弱いというふうに、我々の審議会の課題としては思います。 

 先ほど投資的経費の総額が減る中で、その後シーリングの影響を受けないようにと言わ

れましたけど、そのあたりになってきますと、少なくとも今の特別措置法の目的の書きぶ

りだと、その動きは排除できないということになるわけですよね。言ってしまえば。です

から、目的が何かということはとても大事です。 

 それから算定なんか、確かに神野ペーパーには、客観的指標を導入すると書いてありま

すけど、客観的指標で全部配りますとは書いてないんです。そういうものを導入しますと

いうわけですね。導入するというときに過剰反応して、「だったらその海水域の面積も加え



 42

てこうやるべき」、そんな過剰反応していいかどうかですよね。「ちゃんと特別措置法の中

でやることになってますよね」というふうにどんと構えられたほうがいい。少なくとも来

年度についてはですね。それから以降については、うーんという感じがします。以上です。 

○嘉数座長  チャイムがなりました。午前中の審議はこれで終わりたいと思います。 

○小池参事官  １時から再開いたしますので、その間、お食事のほうをこちらでとって

いただく形になります。よろしくお願いいたします。 

 

 

【１２：００～１３：００休憩】 

 

 


